
―今回取り組んだ経営革新の内容は。 
　金属部品加工分野において新しい

製造技術である金属射出成形、別名Ｍ

ＩＭ（Metal Injection Molding）と呼ば

れる事業に参入し、数年間の開発とテ

スト販売を経て独自の生産技術を確立

しました。技術的な安定性も確認できた

ので本格生産へ向けた第一歩として

経営革新計画書を提出し、今年３月に

承認を受けました。 

 

―革新に取り組むことにした理由は。 
　当社では創業以来、精密工業用プラ

スチック製品の製造および精密金型製

造を行ってきました。しかし世界の生産

拠点がアジアへシフトした現在、それに

付随した部品メーカーの多くもアジアを

中心に海外へ進出しています。コスト競

争を勝ち抜くため当社ではより高精度な

製品を製造販売することに努めてきまし

たが、依然として経営は厳しい状況にあ

りました。海外に対抗するには海外がま

だできない技術、つまり独自性のある技

術を開発するしかない…そのひとつが

ＭＩＭ（金属射出成形）でした。ＭＩＭは

70年代にスウェーデンで発明された金

属加工方法で、昔からあった粉末冶金

法の圧粉成形工程をプラスチック加工

でよく使われている射出成形工程に代

替させたものです。技術的にはそれほ

ど新しくはないのですが、プラスチックで

はなく金属という素材を加工するので高

度な製造技術が要求され、海外企業は

もちろん日本においても生産を本格化し

ている企業はまだまだ少ないのが現状

です。その一方でＭＩＭは各種精密機

械やOA機器はじめ、工具関連機器や

自動車部品など幅広い産業分野から注

目を集め、ここ数年で需要が大きく伸び

ている市場でもあるのです。従来の金

属加工と違い、将来性を考えれば参入

するメリットは非常に大きいと感じました。 

 

―そのＭＩＭとは、具体的にはどのよう
な技術ですか。 
　粉末にした鉄やステンレスなどの金

属と多量の有機バインダーを混ぜて高

圧で金型に流し込み、固化させ、その後、

脱脂、焼結を行い金属製品を作る技術

です。金型の細部まで粉末が充填され

るので、従来の金属加工では難しかっ

た複雑な形状の部品を作ることができ

ます。参入に際し、長年培ってきたプラ

スチック成形技術を応用できるという利

点がありました。しかし、大半が新しい

技術でありノウハウも集積されていない

ため、結局は自前で開発していくしかあ

りませんでした。そこで、まず研究と試

作をするため、MIM脱脂焼却炉を平成

8年に1台導入し、その後も増設し現在

では4台になっています。MIM脱脂焼

却炉を導入後、平成8年から平成13年

の5年間は、特に集中的に研究と試作

を重ねました。 

 

―研究に5年もかけたのですね。 
　ＭＩＭは、混練、ペレット化した材料の

射出成形、脱脂、焼結という工程をへて

完成します。当社では材料の混練も独

自に行うことにしたのですが、まず金属

とバインダーの配合バランスに苦労しま

した。バインダーが多ければ焼結後の

収縮率が大きくなりますし、逆に少なけ

れば固化しません。また射出する金型も

あらかじめ完成品の寸法に合わせて製

作するのですが、形状や厚さによって収

縮の度合いが違ってしまい、なかなか計

算どおりの製品ができません。ですから

品質の安定した製品を作るために試作

を繰り返し、製造データを蓄積するとい

う基礎研究にもっとも時間をかけました。

ほかにも脱脂と焼結を一度に行うなど

製造時間の短縮や工程の削減にも努

めました。苦労は多々ありましたが、最

終的には当社独自の製造技術を確立

できたと思っています。 

 
―業界の反応はいかがでしたか。 
　実はＭＩＭを扱う業者は東北でもわず

か４～５社、岩手では当社だけです。イン

ターネットで「メタルインジェクション」を検

索するとまず当社のホームページが表

示されることもあって、全国各地から問

い合わせを頂いています。すでに現在、

携帯電話やデジタルカメラといったデジ

タル製品や住宅設備機器などに使われ

る精密機構部品はじめ、防犯上から高

い硬度が要求される鍵の部品などを製

造しています。ほかにはカメラや機械関係、

そして自動車メーカーなどからの問い合

わせが目立ちますね。ＭＩＭは粉体です

から加工が難しい超硬などの金属部品

も自由に作ることができます。ほかにも切

削加工が不要なため材料の歩留りもい

いですし、金型さえあればプラスチックと

同じ感覚で大量生産もできます。 

 

1　金属粉にバインダーを混入するＭＩＭは脱脂・焼結の工程において
10～20％ほど収縮する。もちろん金型はその収縮率も計算に入れ
て作られるが、形や肉厚によって異なる。このため試作を繰り返してデー
タの収集・蓄積を行う研究に、同社では5年もの歳月をかけた。 

2　同社にあるＭＩＭ脱脂焼結炉は合計4台。従来工程では脱脂と焼結
は別々の炉で行われていたが、同社では2工程を一度に行える炉を
導入し、製造時間の短縮 と工程の低減を実現した。 

3　新技術ＭＩＭの製造ノウハウを確立した（株）トーノ精密の佐々木弘
志社長。「現在ＭＩＭの市場は年率2桁の成長を果たしています。その
ため金属加工や時計部品メーカーなど様々な企業が参入しています
が、製造の基本を理解していないと難しい。設備投資をしても技術が
ついていかず、撤退したところもあります」 
 

4　基礎研究を行うため岩手大学や県
工業技術センターへ従業員を派遣し
た実績もある同社。最先端の研究機
関で得られた高い技術力を背景に、製
品の品質管理も徹底して行われている。
写真では完成した製品の寸法を測定中。 

●1
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　工場は24時間稼働。多様化するニーズに応えるため、
同社では射出成形機ほか自動インサート成形ロボットな
ども設置し、少数精鋭体制で開発と製造にのぞんでいる。 

自社の製造ノウハウを応用し 
次々に新技術を開発 

株式会社　トーノ精密 
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―さらに「ＴＲＩシステム」という新技
術も開発したようですが、これは。 

　インサート射出成形を応用し、金型内

で金属とプラスチックを化学的に直接接

着させる技術で、岩手大学と県工業技

術センター、（株）東亜電化との産学官

の研究をもとに開発したものです。これ

までのインサート成形では、金属とプラス

チックの接合は接着剤で行うので機械

的強度が弱く、また熱収縮率の違いか

ら合わせ面が広がってしまい、封止性が

要求される製品には使えませんでした。

しかしＴＲＩシステムではトリアジンチオー

ルという硫黄の有機化合物を使って金

属とプラスチックを接合面全体で化学結

合させてしまうので、従来品にはない強

固な接合性や気密性が実現できます。

当社では平成８年頃から埼玉県の本田

技術研究所、玉山村の東亜電化とTRI

システムの共同研究も行っていました。

このシステムは燃料電池乗用車向け電

気二重層乗用車キャパシタの高気密ケー

スカバーに採用され、現在実用化されて

います。この実績が評価され、今年度の

プラスチック成形加工学会では、プラスチッ

ク成形加工技術の進歩に貢献した技

術に対して贈られる学会賞である「第

14回　青木固（かたし）」技術賞を受賞

することができました。（本田技術研究所、

岩手県工業技術センター、東亜電化との共

同受賞） 

　ＴＲＩシステム技術の応用は広範囲で、

将来は車のハイブリッド技術分野をはじ

め様々な製品開発で応用されていると

考えています。ちなみにＴＲＩというネーミ

ングは、岩手から誕生した技術ということ

で「Technologies Rise from Iwate」

の頭文字からとっています。 

 

―経営革新を成功させる秘訣は。 
　たとえば我々のような中小製造業者

が研究開発型企業を志向するとしても、

多くの場合は基礎研究に十分な投資や

時間をかけられないというのが現実でしょ

う。しかし今は国や県、市町村などの各

種支援策も整備されてきていますから、

開発型の補助金制度などどんどん活用

すべきだと思います。当社でも今回経営

革新計画書を作成、認定されたことで

融資を受けやすくなりました。もちろん計

画書作成においては県の経営革新支

援担当の方から適切な指導を頂けました。 

　そしてもうひとつ大事なのが情報を積

極的に取り入れていくこと。そのためには、

いろいろな分野の人と積極的に交流す

ることです。当社では基礎技術開発を行

うため、昭和63年から社員を岩手大学や

県の工業技術センターなどに派遣してき

ました。もちろん私自身も常に社外の人と

会うよう心がけています。この結果、お会

いした人との何気ない会話から思わぬ

情報を得られることも多 あ々りました。今回、

岩手大学や工業技術センターと取り組

んだＴＲＩシステムは、まさにそうした交流

から生まれた成果です。企業が経営革

新を成功させられるか否かは、結局、い

かに多くの人的ネットワークを作っていけ

るかどうかではないでしょうか。 

株式会社　トーノ精密 
 

所在地　遠野市早瀬町3-10-１ 
電　話　0198-62-8097 
代表者　佐々木弘志 
創　業　昭和51年 
従業員　65名 
業　種　精密工業用プラスチック製品

製造、精密モールド金型製造、
MIM

沿　革 
昭和51年 4月 12日創立 
昭和56年 5月 工場移転 
  （現在の本社工場敷地） 
昭和58年 8月 金型工場増設 
昭和59年 3月 成形工場増設 
昭和61年 9月 西根町に工場進出 
  西根工場稼働 
昭和62年 6月 トーノ精密総合情報シ

ステム稼働 
昭和63年 7月 社団法人 
  日本能率協会入会 
昭和63年 9月 5Ｓ活動開始 
平成 元年 1月 LAN導入 
平成  8年 12月 金型工場増築移転 
  MIM部門新設 
平成  9年 5月 イントラネット稼働 
平成11年 6月 ISO9002:1994 
  認証取得 
平成12年 4月 株式会社に組織変更 
平成15年 7月 ISO9001：2000 
  へ移行 
平成16年 4月 トーノ精密新生産情

報システム稼働 

5　最先端の工業用プラスチック生産技術は取引先から高い
評価を受けている。カメラのフラッシュライト用カバーの製造
ラインでは、表面の刻みや形状など、ライト光の拡散効果を
徹底的に分析して製作された金型をベースに製品が生産さ
れる。 

6　プラスチック射出成形機。製品のコンパクト・軽量化により、
より精度の高い機構部品が求められている。多種少量という
ニーズに応えることも要求される。 

　遠野市を走る国道283号線から入った住宅
街の中に建つトーノ精密の本社工場。ここから、
岩手の技術力が世界に向けて発信されている。 
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 お問合わせ先 「専門家派遣制度」に関するお問合わせ先 
 経営革新支援課 TEL 019-621-5387～5388　FAX 019-621-5481 
 
 経営相談・窓口相談 
 「いわてベンチャーズネットワークin東京」「首都圏販路展開サポーティングネットワーク」 
 に関するお問合わせ先 
 新事業支援課 TEL 019-621-5070　FAX 019-621-5481 
  URL http://www.joho-iwate.or.jp/info/sogyo 
  E-mail joho@joho-iwate.or.jp
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　取引先（販売先）を増やしたいと思

いますが、どのような取り組みをすれ

ばよいでしょうか。また、そのような場

合に利用できる支援はありますか。 

 

　新規顧客の開拓方法は、取り扱う製品・

サービスによって異なってきます。 

　自社で製造・販売する製品の場合を例

にしてみましょう。 

　拡販のための取り組みでよく知られるものには、

以下のようなものがあります。 

１　業者に依頼し、顧客候補を調べてダイレ

クトメールを打ってもらう。 

２　新聞、もしくは雑誌に広告を載せる。連絡

があった場合は、見本を送るかアポイント

をとって訪問する。 

３　その商品の業界の専門家に依頼して販促

を手伝ってもらう。 

４　その商品の分野に適したイベント・商談

会などに出展する。 

５　インターネットのホームページで宣伝する。 

　これらの取り組みの中で、どれが自社の製品

に合うか、費用対効果が大きいのはどれか、とい

う点については販売コンサルタントなどの専門

家に指導を受けることが望ましいでしょう。 

 

　いわて産業振興センターでは、以下のような

拡販支援を行っています。 

 

専門家派遣制度 

　コンサルタント等に、拡販方法や市場調査方

法の指導を受けたい場合、いわて産業振興セン

ターに登録している専門家を派遣する制度を利

用することができます。 

　専門家を依頼する費用の３分の２を補助しま

すので、企業負担は３分の１で済みます。 

■申込み先 

財団法人いわて産業振興センター　経営革新支援課 

 

いわてベンチャーズネットワークin東京 

　東京をはじめとする首都圏への販路を開拓し

たい企業へビジネスマッチングの場を提供します。 

　以下のような展開を希望される場合にご利用

いただけます。 

（1）販売先を首都圏へ求める場合 

（2）代理店・フランチャイズ先を首都圏に展開した

い場合 

（3）技術提携先や事業パートナーを求めたい場合 

（4）事業モデルを提示して投資を募りたい場合 

　申し込みいただいた企業は、東京の会場で事

業内容等のプレゼンテーションを行っていただき

ます。 

　企業の事業内容に合わせて、首都圏の企業

や商社を招待し、同じ会場にてビジネス商談会

も行います。 

　平成１６年度の開催予定は1０月１４日です。 

■申込み先 

財団法人いわて産業振興センター　新事業支援課 

 

首都圏販路展開サポーティングネットワーク 

　首都圏での営業展開に役立つ人的ネットワー

クを構築します。 

　お申し込みいただいた企業の中から、毎月１

～２社の企業に、東京のサポート会議にご出席

いただき、事業説明を行っていただきます。 

　サポート会議へ参加された支援者の人的ネッ

トワークを活用して、営業展開の橋渡しをいたし

ます。 

■申込み先 

財団法人いわて産業振興センター　新事業支援課 

 

　いわて産業振興センターでは、販路展開や拡

販にどの支援が最適かというご相談にも対応し

ております。 
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